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１. はじめに 

米国特許出願の審査段階で、審査官は、２回目以降の Office Actionを Final Rejectionとす

ることができます（37 CFR 1.113(a)）。 

 

たとえば、前回の Office Action において出願人が行った補正により新たな拒絶理由が必要に

なったり、First Office Action 後に提出した IDS（37 CFR 1.97(c) with the fee set forth in 37 

CFR 1.17(p)）に係る情報により新たな拒絶理由が必要になったりした場合、Final Rejection

と認定されてしまいます（MPEP 706.07(a)）。 

 

Final Office Actionに対する対応としては、後述する措置がありますが、ケースバイケース

で慎重に対応策を検討すべきです。これにより、効率的でコンパクトなプロセキューションの実

現が可能となります。 

 

以下に、Final Office Actionに対して講じ得る措置（審判手続を除く）について説明します。 
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米国の Final OA に対して講じ得る措置とその留意点 


